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▶ 取組み ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

●働きやすい職場環境の整備
適正な労働時間管理を大前提として、コアタイムの無いフレックスタイム勤務制の全社拡大や、テレワークの要件拡大による時間や
場所の柔軟性を高める勤務制度の充実、計画的かつ有意義な休暇取得の慫慂など、仕事を効率的に進め、休むときはしっかり休むと
いった「オン」「オフ」のメリハリをつけるための柔軟な勤務制度の整備を行っています。
中でもテレワークについては、従業員の意見を聴きながら、文書の電子化やITツールの拡充などの環境整備を進めるとともに、本店
をはじめとした一部の職場ではフリーアドレスにも取組んでおり、新しい働き方の一つとして、全社的に定着・浸透しています。
（2021年度のオフィスワーク職場のテレワーク率：46.6%）

◆近年の主な勤務制度改定

※非正規雇用労働者についても、これら多くの制度が対象となります。

●健康経営優良法人2022（ホワイト500）に認定
当社グループにおける「人を大切にする経営」の理念や、従業員の健康に対する取組みが
評価され、2017年より「健康経営優良法人（ホワイト500）」に6年連続で認定されています。

●主な健康経営の取組み
当社グループでは、健康管理意識の改善啓発や、セルフケア力の向上をめざし、運動・
食事に関する講習会やウォーキングラリー大会の実施、禁煙の日の設定などをおこなっています。
また、管理職向けのラインケアに関する研修の実施など、上司が部下のサポートをしやすい環境の整備や、産業医、産業看護職、社
外カウンセラーによる相談窓口の整備など、サポート体制の充実にも取り組んでいます。

●従業員を支える福利厚生制度
弔慰金、各種保険制度などの生活保障施策、社宅（一部地域のみ）・寮、住まいサポート（社宅に代わる新たな家賃補助）などの住宅施策、
持家財形貯蓄、持株会などの財産形成支援施策、福利厚生代行サービス、カフェテリアプラン、従業員食堂、退職金制度など、従業
員やその家族の生活の安定を図り、従業員が溌剌と安心して業務に取り組むことができるよう、今日的観点等も踏まえて制度内容の
見直し・充実を図りながら、環境を整えています。
※一部制度を除き、非正規雇用労働者も利用可能としています。

●安定した労使関係の維持
「関西電力労働組合」とユニオンショップ協定を締結しており、「会社の生産性向上とこれに伴う労働条件の向上」を労使共通の目的
に掲げ、長年の歴史を経て構築した強い信頼関係を基に良好な労使関係を築いています。現在も、この関係を継続するため、労使間
で懇談や協議を実施し、労使間の相互理解を図りながら、事業運営を行っています。

◆主な労使間意思疎通の場

◆従業員の異動にかかる労使間の対応
関西電力（株）および関西電力送配電（株）は、労働協約において、業務の都合上、従業員の異動を必要とするときは、本人の意向、
生活条件および技能等を考慮して、公平に行うこととしており、特に広汎な異動を行う必要があるときは、その異動の基準に
ついて、労働組合と協議することとしています。

●新型コロナウイルス感染症への対応
新型コロナウイルス感染拡大を防止し、電力・ガスの安全・安定供給を継続するため、新型コロナウイルス対策総本部を立ち上げる
とともに、テレワークの活用を推進することで、人流抑制に取り組んでいます。また、出勤する場合には、感染予防の観点からマス
クの着用を徹底し、執務室環境について、席の間隔を離すなど、密を避ける取組みを実施しています。加えて、職域接種の実施やワ
クチン接種にかかる特別休暇の付与により、従業員や家族の安全と健康を確保し、安心して仕事に取り組める環境を整えています。
新型コロナウイルス感染症の収束まで長期化が予想されることから、オンラインを活用した働き方の見直し等、感染防止と持続的な
事業活動の両立をめざしてまいります。

〈 職域接種  実施概要 〉

　人権ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー  人権の尊重

▶ 方針・考え方 ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

当社グループは、関西電力グループ行動憲章において、人権を国際社会共通の普遍的な価値ととらえ、人権に関する国際的な規範を支持し、
あらゆる事業活動において人権を尊重する旨を明記するとともに、人権尊重への取組みを推進してきました。
このような中、「ビジネスと人権に関する行動計画（NAP）」の公表等、今日、社会における人権尊重への意識がより高まっていることを踏まえ、
「ビジネスと人権に関する指導原則」に準拠した人権尊重に関する方針として、2021年度に「関西電力グループ人権方針」を制定しました。
同方針は、「関西電力グループ経営理念」、「関西電力グループ行動憲章」に基づいた人権に関する最上位の方針として位置づけています。
当社グループは、本方針に掲げる「国際人権章典」、国際労働機関（ILO）の「労働の基本原則および権利に関する宣言」および人権に関する国
際規範等に則り、事業活動に関連する人身取引および強制労働、児童労働や、様々な人権侵害による人権への負の影響の防止・軽減にむけ
た取組みを推進し、企業としての人権尊重への責任を果たし、全ての人間の尊厳と人権が尊重される社会の実現を支援していきます。

▶ 体　制 ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

●人権教育推進体制
当社および関西電力送配電（株）では、本店および各地域の事業活動拠点等において「同和・人権教育推進委員会」を設置し、年度の
人権教育基本計画の策定や人権啓発・研修の実施状況の確認などを行うとともに、さまざまな人権課題を共有し、人権尊重の取組み
をグループ全体で推進しています。

　関西電力グループは、「関西電力グループ経営理念 Purpose & Values」のもと、全ての
役員、従業員がそれぞれの持てる知恵を結集し、協働することで、社会の持続的発展に
貢献し、全ての人間の尊厳と人権が尊重される社会の実現を支援していきます。
　関西電力グループは、当社グループの事業活動に関わる全ての方々の人権の尊重を表
明するために、「関西電力グループ人権方針（以下「本方針」といいます。）」をここに定め、
人権尊重の取組みを推進します。
　本方針は、「関西電力グループ経営理念」、「関西電力グループ行動憲章」に基づいた人権
に関する最上位の方針として、関西電力グループの全ての事業活動における基盤とします。

◆関西電力グループ人権方針　前文　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
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▶ 目　標 ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

●2022年度関西電力同和・人権教育基本計画 
●2022年度関西電力送配電同和・人権教育基本計画

▶ 取組み ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

●人権啓発の取組み
当社および関西電力送配電（株）では、人権を尊重する企業の責任について理解と認識を深め、あらゆる事業活動において一人ひと
りが責任ある行動をとれるように、経営層や全従業員を対象に人権研修を継続的に実施しています。
特にハラスメント防止に関しては、いかなるハラスメントも許さない職場風土づくりに向けて、2021年に、ハラスメント防止規程
やハラスメント防止ハンドブックを制定するとともに、ハラスメント被害を相談しやすいよう社内外に相談窓口※を整備しています。
さらに、全社においてハラスメント事例に基づいた職場ディスカッションなど、ハラスメント防止に向けた啓発活動を展開しています。
また、当社および関西電力送配電（株）では、2021年度に新たに制定した両社の「人権方針」を全従業員に浸透させ、事業活動にお
ける人権尊重への取組みを推進していくために、eラーニングなど様々な啓発活動を展開しています。
※ハラスメントを含む人権・差別等に関する相談窓口として、「コンプライアンス相談窓口」と「人権・ハラスメント相談窓口」を整備しています。2021年度に
　これらの窓口を通じて寄せられたハラスメントを含む人権・差別等に関する相談件数は38件、うち、懲戒等の処分件数は4件です。

◆2021年度における特徴的な研修と受講実績

●グループや自治体などと一体となった取組み
グループ全体で人権尊重の取組みを推進していくために、「グループ会社人権情報交換会」を年2回開催するとともに、国や自治体の
活動をはじめ、大阪市企業人権推進協議会などの連絡会組織の活動に対しても積極的に参画しています。

●関連データ

人権尊重の方針 有

方針

関西電力グループ人権方針
https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/humanrights/index.html

すべての従業員が
年１回以上受講することを目標に、

人権研修を推進する。

2021年度実績　一人当たりの受講回数

2.38回
※2020年度実績　2.76回

前年比較　-0.38回（延べ 45,712人受講）

研修内容 対象者

人権講演会
職場におけるハラスメント防止のために

2020年
170人（+23人）

ハラスメント相談員研修

推進委員、役職者等

相談窓口責任者 2020年実績
23人（+29人）

受講者数 備考

193人

52人

※新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点からオンラインセミナーで実施

　　　　ハラスメント防止ハンドブック
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